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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第70期
第２四半期
累計期間

第71期
第２四半期
累計期間

第70期
第２四半期
会計期間

第71期
第２四半期
会計期間

第70期

会計期間

自　平成21年
　　４月１日
至　平成21年
　　９月30日

自　平成22年
　　４月１日
至　平成22年
　　９月30日

自　平成21年
　　７月１日
至　平成21年
　　９月30日

自　平成22年
　　７月１日
至　平成22年
　　９月30日

自　平成21年
　　４月１日
至　平成22年
　　３月31日

売上高 (千円) 18,802,31319,199,27011,244,69412,496,11151,133,705

経常利益 (千円) 183,910 228,211 464,924 688,4501,744,794

四半期（当期）純利益 (千円) 88,552 86,087 272,092 402,315 936,637

持分法を適用した
場合の投資利益

(千円) ─ ─ ─ ─ ─

資本金 (千円) ─ ─ 1,730,0001,730,0001,730,000

発行済株式総数 (株) ─ ─ 19,722,02719,722,02719,722,027

純資産額 (千円) ─ ─ 18,770,74319,595,89019,618,332

総資産額 (千円) ─ ─ 29,876,47330,071,14632,512,536

１株当たり純資産額 (円) ─ ─ 971.59 1,014.581,015.59

１株当たり四半期
（当期）純利益金額

(円) 4.58 4.46 14.08 20.83 48.48

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ─ ─ ─ ─ ─

１株当たり配当額 (円) ─ ─ ─ ─ 8.00

自己資本比率 (％) ─ ─ 62.8 65.2 60.3

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △378,559△1,210,403 ─ ─ 1,550,920

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △613,851△633,294 ─ ─ △1,321,921

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △175,593△155,873 ─ ─ △176,586

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ─ ─ 3,761,9352,982,7824,982,353

従業員数 (名) ─ ─ 1,372 1,382 1,356

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　持分法を適用した場合の投資利益については、損益等からみて重要性の乏しい関連会社のみであるため記載を

省略しております。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載をしており

ません。

４　従業員数は、就業人員を表示しております。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業

の内容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

提出会社の状況

平成22年９月30日現在

従業員数(名) 1,382

(注) 従業員は就業人員であります。
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第２ 【事業の状況】

(注) １　当社は、設備工事業の単一セグメントであります。

２　「第２　事業の状況」における各事項の記載については、消費税等抜きの金額で記載しております。

　

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 受注実績

セグメントの名称

当第２四半期会計期間
(自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日)

（千円）

前年同四半期増減率
（％）

設備工事業 13,811,069 ─

合計 13,811,069 ─

　
(2) 売上実績

セグメントの名称

当第２四半期会計期間
(自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日)

（千円）

前年同四半期増減率
（％）

設備工事業 12,496,111 ─

合計 12,496,111 ─

(注) １　当社では、生産実績を定義することが困難であるため、「生産の状況」は記載しておりません。

２　売上高総額に対する割合が百分の十以上の相手先の売上高とその割合は次のとおりです。
　

期別 相手先 金額（千円） 割合(%)

前第２四半期会計期間
(自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日)

北海道電力株式会社 9,358,46983.2

当第２四半期会計期間
(自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日)

北海道電力株式会社 10,146,81481.2
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なお、参考のために設備工事業の状況は次のとおりです。

　

①受注工事高、完成工事高及び繰越工事高

期別 区分
期首繰越
工事高
(千円)

期中受注
工事高
(千円)

計
(千円)

期中完成
工事高
(千円)

期末繰越
工事高
(千円)

当第２四半期会計期間
(自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日)

配電線工事 7,641,0677,646,03615,287,1046,682,1388,604,966

屋内配線工事 2,604,5691,340,8153,945,384666,6023,278,781

通信工事 1,395,6742,143,8963,539,5701,348,1432,191,427

その他工事 9,374,5812,680,32012,054,9013,799,2268,255,675

計 21,015,89213,811,06934,826,96212,496,11122,330,850

(注) １　前事業年度以前に受注した工事で、契約の更改により請負金額に増減がある場合は、期中受注工事高にその増

減額を含めております。したがいまして、期中完成工事高にも係る増減額が含まれております。

２　期末繰越工事高は（期首繰越工事高＋期中受注工事高－期中完成工事高）に一致しております。

　

②完成工事高

期別 区分
北海道電力
株式会社
(千円)

官公庁
(千円)

一般民間
(千円)

合計
(千円)

当第２四半期会計期間
(自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日)

配電線工事 6,357,9791,362 322,7966,682,138

屋内配線工事 53,580 93,277519,745666,602

通信工事 227,079110,3471,010,7151,348,143

その他工事 3,508,17475,079215,9723,799,226

計 10,146,814280,0672,069,22912,496,111

(注)　完成工事のうち主なものは次のとおりであります。

　当第２四半期会計期間　請負金額１億円以上の主なもの

北海道電力㈱ ・戸井線増強のうち第1次工事

函館エヌ・デー・ケー㈱ ・函館NDK㈱特別高圧受電設備工事

北海道電力㈱ ・戸井線増強のうち管路工事

日高町 ・移動通信用鉄塔設置事業鉄塔施設設置工事

北海道電力㈱ ・広尾線引出口および引込口整備

　

③繰越工事高（平成22年９月30日現在）

区分
北海道電力株式会社

(千円)
官公庁
(千円)

一般民間
(千円)

合計
(千円)

配電線工事 8,358,098 273 246,594 8,604,966

屋内配線工事 612,014 1,819,914 846,851 3,278,781

通信工事 396,260 105,631 1,689,535 2,191,427

その他工事 7,550,443 6,318 698,913 8,255,675

計 16,916,8171,932,137 3,481,89522,330,850

(注)　繰越工事のうち請負金額３億円以上の主なものは次のとおりであります。

法務省 ・札幌刑務所東処遇管理棟等新営（電気設備）工事 平成24年９月完成予定

室蘭開発建設部
・一般国道336号えりも町えりも黄金トンネル防災設備
設置外一連工事

平成23年３月完成予定

北海道電力㈱ ・伊達ソーラー発電所新設工事 平成23年６月完成予定

北海道電力㈱ ・ＪＲ篠路地中支線新設のうち管路工事 平成22年12月完成予定

北海道電力㈱ ・滝川幹線増強ならびにOPGW共同工事(1工区) 平成23年５月完成予定
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２ 【事業等のリスク】

当第２四半期会計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動また

は、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等は行っておりません。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

　

(1) 経営成績の分析

当第２四半期会計期間におけるわが国の景気は、引き続き持ち直してきており、企業収益は改善してお

りますが、北海道の景気については住宅投資が持ち直し、設備投資が低水準ながらも増加している一方

で、公共投資が減少している等、依然として厳しい状況が続いております。こうした経済情勢を背景に建

設業界において、民間工事の激しい受注・価格競争が続くなど、当社を取り巻く経営環境は引き続き厳し

い状況にあります。

 このような環境のなかで、当社は全社をあげて営業活動を強力に展開するとともに、業務の効率化に

努めているところです。

当第２四半期会計期間の業績は、受注高１３８億１１百万円（前期同四半期比１８．８％増）、売上高

１２４億９６百万円（前期同四半期比１１．１％増）、営業利益６億５２百万円（前期同四半期比５

１．８％増）、経常利益６億８８百万円（前期同四半期比４８．１％増）、四半期純利益４億２百万円

（前期同四半期比４７．９％増）となりました。

　

(2) 財政状態の分析

当第２四半期末における総資産は、未成工事支出金は増加したものの、売上債権の回収に伴う受取手形

・完成工事未収入金の減少等により、前事業年度末に比べ、２４億４１百万円減少し、３００億７１百万

円となりました。

負債合計は、仕入債務の決済による支払手形・工事未払金の減少や、税金の納付等により、前事業年度

末に比べ、２４億１８百万円減少し、１０４億７５百万円となりました。

純資産合計は、四半期純利益の計上による増加はあったものの、配当金の支払い等により、前事業年度

末に比べ２２百万円減少し、１９５億９５百万円となりました。

この結果、自己資本比率は前事業年度末に比べ４．９ポイント増加し６５．２％となりました。
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(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、２９億８２百万円

となり、前年同四半期会計期間末に比べ７億７９百万円（２０．７％）の減少となりました。

　

当第２四半期会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりでありま

す。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果使用した資金は、税引前四半期純利益や仕入債務の増加等があったものの、売上債権

の増加や未成工事支出金の増加等により、９億７０百万円（前年同四半期会計期間に比べ２億３９百

万円の増加）となりました。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は、定期預金の払戻があったものの、固定資産の取得等により１７百万

円（前年同四半期会計期間に比べ１億２７百万円の減少）となりました。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の資金につきましては、大きな増減はありませんでした。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期会計期間において、当提出会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び

新たに生じた課題はありません。

　

(5) 研究開発活動

当第２四半期会計期間において、特記すべき事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第２四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第２四半期会計期間において、第１四半期会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、除却等に

ついて、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。

また、当第２四半期会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 70,000,000

計 70,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成22年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年11月５日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 19,722,02719,722,027札幌証券取引所 単元株式数　1,000株

計 19,722,02719,722,027― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成22年９月30日 ─ 19,722,027 ─ 1,730,000 ─ 2,364,633
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(6) 【大株主の状況】

平成22年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

北海道電力株式会社 北海道札幌市中央区大通東１丁目２ 10,078 51.10

北海電工協力会持株会
北海道札幌市白石区菊水２条１丁目８－２１
北海電気工事内

990 5.02

北海電工従業員持株会 北海道札幌市白石区菊水２条１丁目８－２１ 897 4.55

美和電気工業株式会社
東京都新宿区新宿２丁目８－１　新宿セブン
ビル

284 1.44

株式会社ザイエンス 東京都千代田区丸の内２丁目３－２ 258 1.31

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口４）

東京都中央区晴海１丁目８－１１ 164 0.83

株式会社野村商店
東京都千代田区神田須田町２丁目１７　神田
ＩＮビル

161 0.82

石垣電材株式会社 北海道札幌市中央区北６条西１３丁目１ 154 0.79

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社
（住友信託銀行再信託分・株式
会社ダイヘン退職給付信託
口）

東京都中央区晴海１丁目８－１１ 154 0.78

共和電気工業株式会社 北海道札幌市北区北２３条西９丁目１－１７ 111 0.56

計 ― 13,254 67.21

(注) 　当社は、自己株式407,672株（発行済株式総数に対する所有株式数の割合2.07％）を保有しておりますが、上記の

大株主の状況からは除いております。

　

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成22年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ─ ― ─

議決権制限株式(自己株式等) ─ ― ─

議決権制限株式(その他) ─ ─ ─

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）

普通株式
407,000

― ─

完全議決権株式(その他) 普通株式
19,062,000

19,062 ─

単元未満株式 普通株式
253,027

― ─

発行済株式総数 19,722,027― ―

総株主の議決権 ― 19,062 ―

(注) １　上記「完全議決権株式（その他）」及び「単元未満株式数」の欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株

式がそれぞれ3,000株（議決権３個）及び400株含まれております。　

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式672株が含まれております。　
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② 【自己株式等】

平成22年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己株式）
北海電気工事株式会社

札幌市白石区菊水２条１
丁目８番21号

407,000 ─ 407,000 2.07

計 ― 407,000 ─ 407,000 2.07

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成22年
４月

　
５月

　
６月

　
７月

　
８月

　
９月

最高(円) 457 460 484 494 478 479

最低(円) 432 436 460 443 436 440

(注)　最高・最低株価は、札幌証券取引所におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣

府令第63号。以下「四半期財務諸表等規則」という。)の定めるところにより、同規則及び「建設業法施行規

則（昭和24年建設省令第14号）」に準拠して作成しております。

なお、前第２四半期会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び前第２四半期累計期

間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第２四

半期会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第２四半期累計期間（平成22年４月

１日から平成22年９月30日まで）は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期会計期間（平成21年７月１日

から平成21年９月30日まで）及び前第２四半期累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）

に係る四半期財務諸表並びに当第２四半期会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び

当第２四半期累計期間(平成22年４月１日から平成22年９月30日まで)に係る四半期財務諸表について、有

限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。

　

３　四半期連結財務諸表について

「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第64号)第５条第２

項により、当社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見

て、当企業集団の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度

に重要性が乏しいものとして、四半期連結財務諸表は作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
　(1)【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期会計期間末
(平成22年９月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 2,982,782 5,182,353

受取手形・完成工事未収入金 6,776,598 9,955,599

未成工事支出金 2,951,166 812,930

材料貯蔵品 729,008 530,795

その他 691,020 704,449

貸倒引当金 △8,977 △15,792

流動資産合計 14,121,599 17,170,336

固定資産

有形固定資産

建物・構築物（純額） 3,304,676 3,340,201

その他（純額） 3,224,896 3,039,146

有形固定資産計 ※
 6,529,572

※
 6,379,347

無形固定資産 149,217 156,603

投資その他の資産

投資有価証券 7,536,390 7,034,553

その他 1,755,095 1,792,428

貸倒引当金 △20,729 △20,732

投資その他の資産計 9,270,756 8,806,249

固定資産合計 15,949,546 15,342,200

資産合計 30,071,146 32,512,536

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金 3,871,906 5,616,631

未成工事受入金 693,401 218,906

その他 1,806,220 2,808,052

流動負債合計 6,371,528 8,643,590

固定負債

退職給付引当金 3,965,953 4,090,361

役員退職慰労引当金 86,117 106,930

その他 51,656 53,323

固定負債合計 4,103,727 4,250,614

負債合計 10,475,256 12,894,204
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（単位：千円）

当第２四半期会計期間末
(平成22年９月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,730,000 1,730,000

資本剰余金 2,365,652 2,365,652

利益剰余金 15,307,633 15,376,084

自己株式 △64,287 △62,951

株主資本合計 19,338,998 19,408,784

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 256,891 209,548

評価・換算差額等合計 256,891 209,548

純資産合計 19,595,890 19,618,332

負債純資産合計 30,071,146 32,512,536
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(2)【四半期損益計算書】
【第２四半期累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

売上高

完成工事高 15,316,315 19,199,270

兼業事業売上高 3,485,997 －

売上高合計 18,802,313 19,199,270

売上原価

完成工事原価 14,804,173 18,263,967

兼業事業売上原価 3,074,513 －

売上原価合計 17,878,686 18,263,967

売上総利益

完成工事総利益 512,142 935,303

兼業事業総利益 411,484 －

売上総利益合計 923,627 935,303

販売費及び一般管理費 ※１
 826,019

※１
 790,313

営業利益 97,608 144,990

営業外収益

受取利息 43,136 40,742

その他 46,472 45,839

営業外収益合計 89,608 86,581

営業外費用 3,306 3,360

経常利益 183,910 228,211

特別利益

貸倒引当金戻入額 － 6,815

特別利益合計 － 6,815

特別損失

固定資産除却損 7,169 9,334

投資有価証券評価損 － 81,381

特別損失合計 7,169 90,716

税引前四半期純利益 176,741 144,310

法人税等 ※２
 88,188

※２
 58,222

四半期純利益 88,552 86,087
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【第２四半期会計期間】
（単位：千円）

前第２四半期会計期間
(自 平成21年７月１日
　至 平成21年９月30日)

当第２四半期会計期間
(自 平成22年７月１日
　至 平成22年９月30日)

売上高

完成工事高 8,994,568 12,496,111

兼業事業売上高 2,250,125 －

売上高合計 11,244,694 12,496,111

売上原価

完成工事原価 8,422,717 11,438,105

兼業事業売上原価 1,980,733 －

売上原価合計 10,403,450 11,438,105

売上総利益

完成工事総利益 571,851 1,058,006

兼業事業総利益 269,392 －

売上総利益合計 841,243 1,058,006

販売費及び一般管理費 ※１
 411,506

※１
 405,496

営業利益 429,736 652,509

営業外収益

受取利息 18,012 19,453

その他 17,321 17,158

営業外収益合計 35,334 36,612

営業外費用 146 671

経常利益 464,924 688,450

特別利益

貸倒引当金戻入額 1,729 －

投資有価証券評価損戻入益 － 1,120

特別利益合計 1,729 1,120

特別損失

固定資産除却損 802 5,068

特別損失合計 802 5,068

税引前四半期純利益 465,852 684,502

法人税等 ※２
 193,760

※２
 282,186

四半期純利益 272,092 402,315
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　(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前第２四半期累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 176,741 144,310

減価償却費 227,513 226,181

貸倒引当金の増減額（△は減少） △172,827 △6,818

退職給付引当金の増減額（△は減少） 4,186 △124,407

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 17,826 △20,813

受取利息及び受取配当金 △50,073 △47,530

固定資産除却損 7,169 9,334

投資有価証券評価損益（△は益） － 81,381

売上債権の増減額（△は増加） 4,279,492 3,179,001

未成工事支出金の増減額（△は増加） △2,099,620 △2,138,236

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,770 △198,213

仕入債務の増減額（△は減少） △1,556,157 △1,782,817

未払消費税等の増減額（△は減少） △278,630 △172,477

未払費用の増減額（△は減少） △297,391 △202,010

長期未払金の増減額（△は減少） △5,275 －

未成工事受入金の増減額（△は減少） 58,663 472,829

破産更生債権等の増減額（△は増加） 159,807 2

その他 △26,208 △98,521

小計 443,444 △678,804

利息及び配当金の受取額 61,145 55,812

法人税等の支払額 △883,149 △587,411

営業活動によるキャッシュ・フロー △378,559 △1,210,403

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △200,694 △315,554

無形固定資産の取得による支出 △22,061 △23,433

投資有価証券の取得による支出 △499,600 △503,530

投資有価証券の償還による収入 100,000 －

定期預金の払戻による収入 － 200,000

その他 8,503 9,223

投資活動によるキャッシュ・フロー △613,851 △633,294

財務活動によるキャッシュ・フロー

自己株式の取得による支出 △1,756 △1,335

自己株式の売却による収入 77 －

配当金の支払額 △173,914 △154,537

財務活動によるキャッシュ・フロー △175,593 △155,873

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,168,004 △1,999,571

現金及び現金同等物の期首残高 4,929,940 4,982,353

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 3,761,935

※
 2,982,782
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

　
当第２四半期累計期間

(自　平成22年４月１日 　至　平成22年９月30日)

１．会計処理基準に関

する事項の変更

(1)資産除去債務に関する会計基準の適用

第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号　

平成20年3月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第21号　平成20年3月31日）を適用しております。

当第２四半期累計期間において、損益に影響を与える資産除去債務はありません。

　

【表示方法の変更】

　

当第２四半期累計期間
(自　平成22年４月１日 　至　平成22年９月30日)

（四半期損益計算書関係）

前第２四半期累計期間において、兼業事業における売上高、売上原価及び売上総利益については「兼業事業売

上高」、「兼業事業売上原価」及び「兼業事業総利益」に区分して表示しておりましたが、「セグメント情報等

の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年3月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平成20年3月21日）の適用に伴い事業の種類別セグメン

トの区分を実施したところ、単一セグメントとなり、当該セグメント情報との関連をより明確にすること、また、

受注形態の多様化により従来の売上区分の有用性が低下したことから、当第２四半期累計期間では、「完成工事

高」、「完成工事原価」及び「完成工事総利益」に含めて表示することとしております。

なお、当第２四半期累計期間の「完成工事高」に含まれている「兼業事業売上高」は3,674,522千円、「完成工

事原価」に含まれている「兼業事業売上原価」は3,221,271千円、「完成工事総利益」に含まれている「兼業事

業総利益」は453,251千円であります。

　

当第２四半期会計期間
(自　平成22年７月１日 　至　平成22年９月30日)

（四半期損益計算書関係）

前第２四半期会計期間において、兼業事業における売上高、売上原価及び売上総利益については「兼業事業売

上高」、「兼業事業売上原価」及び「兼業事業総利益」に区分して表示しておりましたが、「セグメント情報等

の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年3月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平成20年3月21日）の適用に伴い事業の種類別セグメン

トの区分を実施したところ、単一セグメントとなり、当該セグメント情報との関連をより明確にすること、また、

受注形態の多様化により従来の売上区分の有用性が低下したことから、当第２四半期会計期間では、「完成工事

高」、「完成工事原価」及び「完成工事総利益」に含めて表示することとしております。

なお、当第２四半期会計期間の「完成工事高」に含まれている「兼業事業売上高」は2,393,886千円、「完成工

事原価」に含まれている「兼業事業売上原価」は2,093,088千円、「完成工事総利益」に含まれている「兼業事

業総利益」は300,797千円であります。

　

【簡便な会計処理】

当第２四半期累計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)

該当事項はありません。
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【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　

当第２四半期累計期間
(自　平成22年４月１日 　至　平成22年９月30日)

１　税金費用の計算

当事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益

に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しております。

なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。

　

【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

　
当第２四半期会計期間末
(平成22年９月30日)

前事業年度末
(平成22年３月31日)

※　有形固定資産の減価償却累計額

6,616,387千円

※　有形固定資産の減価償却累計額

6,465,527千円

　

(四半期損益計算書関係)

第２四半期累計期間

　

前第２四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

従業員給料手当 347,095千円

退職給付費用 22,619千円

役員退職慰労引当金繰入額 11,585千円

貸倒引当金繰入額 8,216千円

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

従業員給料手当 338,241千円

退職給付費用 23,656千円

役員退職慰労引当金繰入額 10,704千円

　 　
※２　法人税等調整額について

　当第２四半期累計期間における税金費用について

は、四半期特有の会計処理による税効果会計を適用

しているため、法人税等調整額は、「法人税等」に含

めて表示しております。

※２　法人税等調整額について

　同左

　

第２四半期会計期間

　

前第２四半期会計期間
(自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日)

当第２四半期会計期間
(自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日)

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

従業員給料手当 172,915千円

退職給付費用 10,938千円

役員退職慰労引当金繰入額 5,955千円

　 　

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

従業員給料手当 169,151千円

退職給付費用 11,804千円

役員退職慰労引当金繰入額 5,850千円

貸倒引当金繰入額 3,099千円

※２　法人税等調整額について

　当第２四半期会計期間における税金費用について

は、四半期特有の会計処理による税効果会計を適用

しているため、法人税等調整額は、「法人税等」に含

めて表示しております。

※２　法人税等調整額について

　同左
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(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第２四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年９月30日現在）

現金預金勘定 3,961,935千円

預入期間が３か月を超える

定期預金
△200,000千円

現金及び現金同等物 3,761,935千円

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借

対照表に掲記されている現金預金勘定は同額であり

ます。

　

(株主資本等関係)

当第２四半期会計期間末（平成22年９月30日）及び当第２四半期累計期間(自　平成22年４月１日　至　

平成22年９月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当第２四半期会計期間末

普通株式(株) 19,722,027

　
２　自己株式に関する事項

株式の種類 当第２四半期会計期間末

普通株式(株) 407,672

　
３　新株予約権等に関する事項

　　　該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年6月29日
定時株主総会

普通株式 154,537 8 平成22年３月31日 平成22年６月30日 利益剰余金

　

　(2) 基準日が当事業年度の開始の日から当第２四半期会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発

生日が当第２四半期会計期間の末日後となるもの

　　　該当事項はありません。

　

(持分法損益等)

利益基準及び利益剰余金基準等からみて重要性の乏しい関連会社であるため、記載を省略しておりま

す。

　

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社は、設備工事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　

当第２四半期会計期間末
(平成22年９月30日)

前事業年度末
(平成22年３月31日)

１株当たり純資産額 1,014.58円
　

１株当たり純資産額 1,015.59円
　

　

２  １株当たり四半期純利益金額等

第２四半期累計期間

　

前第２四半期累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 4.58円
　

１株当たり四半期純利益金額 4.46円
　

(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎
　

項目
前第２四半期累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年９月30日)

四半期純利益(千円) 88,552 86,087

普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ─

普通株式に係る四半期純利益(千円) 88,552 86,087

普通株式の期中平均株式数(千株) 19,321 19,316

　

第２四半期会計期間

　

前第２四半期会計期間
(自  平成21年７月１日
至  平成21年９月30日)

当第２四半期会計期間
(自  平成22年７月１日
至  平成22年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 14.08円
　

１株当たり四半期純利益金額 20.83円
　

(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎
　

項目
前第２四半期会計期間
(自  平成21年７月１日
至  平成21年９月30日)

当第２四半期会計期間
(自  平成22年７月１日
至  平成22年９月30日)

四半期純利益(千円) 272,092 402,315

普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ─

普通株式に係る四半期純利益(千円) 272,092 402,315

普通株式の期中平均株式数(千株) 19,320 19,315

　
(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
　

平成21年11月６日

北海電気工事株式会社

取締役会　御中

　

有限責任監査法人トーマツ

　

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

　
公認会計士　　藤　江　正　祥　　㊞

　

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

　
公認会計士　  竹　内　弘　雄　　㊞

　

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている北海

電気工事株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第70期事業年度の第２四半期会計期間

(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び第２四半期累計期間(平成21年４月１日から平成21年９

月30日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・

フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、北海電気工事株式会社の平成21年９月30日現在の財政

状態、同日をもって終了する第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累計

期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認

められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以　上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
　

平成22年11月２日

北海電気工事株式会社

取締役会　御中

　

有限責任監査法人トーマツ

　

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

　
公認会計士　　五十嵐　康　彦　　㊞

　

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

　
公認会計士　  竹　内　弘　雄　　㊞

　

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている北海

電気工事株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの第71期事業年度の第２四半期会計期間

(平成22年７月１日から平成22年９月30日まで)及び第２四半期累計期間(平成22年４月１日から平成22年９

月30日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・

フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、北海電気工事株式会社の平成22年９月30日現在の財政

状態、同日をもって終了する第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累計

期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認

められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以　上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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